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#16-8 

【４月１６日～３０日】 

〔モルドバの報道をもとに作成〕 

平成２８年５月３日 

在モルドバ大使館 
 

【主な出来事】 ●２４日，「尊厳と真実」プラットフォームによる大規模抗議活動の実施。 

●２６日，自宅拘禁されていたペトレンコ元議員グループの釈放。 

●２８日，フィリプ首相は就任１００日の報告を実施。 

 

１．内政 

憲法裁判所 

▼１８日，議員特権削減のための憲法改正に係る議

員立法イニシアティブを承認。 

・カンドゥ議長を中心に，民主党,自由民主党,欧州人民党議

員ら３９議員が憲法裁に送付していたもの。 

・今次承認を受け，２２日，同法案は議会に登録。憲法裁決

定から６ヶ月後の１０月１８日以降審議が可能となり，その後

６ヶ月以内に議員総数２／３以上で採択される必要がある。 

議 会 

▼２７日，ポアレルンジ最高裁判所長官を承認。 

（参考：同氏は２０１２年より同職，本年２月に再選されたが，

プラホトニュク氏との関連と汚職疑惑を持たれていた。当地

ＥＵ大使は，同ポストの候補者が同氏のみであったことは驚

きであるとし，裁判官選出のプロセスとクライテリアにおける

明確性を求めていた。） 

▼２７日，社会党は議会全体会合をボイコット。 

・２０１２年に採択された機会均等法につき，社会党は，同法

がキリスト教とモルドバの伝統に反するとのモルドバ正教総

主教の発言に言及しつつ，同法撤廃に関する法案を審議

すべく投票を要求。カンドゥ議長が右を拒否したため，社会

党議員は退席。（参考：世論調査では，モルドバ正教会はモ

ルドバで最も信頼される組織であるとの結果が出ている。） 

政府 

▼２０日，最低賃金引き上げ法案を承認。 

・５月１日より２００レイ（１０．５％）引き上げ，２，１００レイに。１，

５００レイ以下の公務員の給与も２０％引き上げ。 

▼２８日，フィリプ首相は就任１００日報告を実施。 

・年金及び最低賃金の物価スライド，ガス・電気料金引き下

げ，医薬品規制，検察に関する法・判事に関する法・中央銀

行の権限強化に関する法等の採択が成果。 

・政府の優先課題は，モルドバのＥＵ統合を筆頭に，生活水

準の上昇，汚職対策等。政府機関数を秋までに１／３削減。

医療関係者の給与を７月までに２０％増加。新ＩＭＦ新協定

締結と雇用創出を重視。 

その他 

▲１６日，社会党は行進「モルドバのために！」実施。 

・国内数都市にて実施，２万名以上が参加。モルドバの国家

性を守るための決議を採択。期限前議会選挙と大統領選挙

の同時実施，現政府の退陣を要求するとともに，ルーマニア

との統合反対を表明。 

▼２２日，最高裁は，「尊厳と真実」プラットフォームに

よる憲法改正国民投票実施イニシアティブを却下。 

（参考：本件イニシアティブは中央選管により却下されてい

たが，１４日，控訴審は右中央選管の判断を無効にしていた。

今次最高裁判決により最終的に却下された。） 

▲２４日，プラットフォーム「尊厳と真実」と市民フォーラ

ムは，キシニョフ市内にて大規模抗議活動を実施。 

・内閣退陣，期限前議会選挙・大統領選挙同時実施を要求。 

・当日は５～７千名が参加，自由民主党及びサンドゥ「行動と

連帯」党首も参加。デモ隊による投石と警察隊による催涙ガ

ス使用により，市民２名及び警官１７名が負傷。 

・ウサティ「我々の党」党首は本件抗議運動を歓迎しつつも，

組織方法に係る見解の相違を理由に参加せず。同党として

別の新たな抗議集会を行う意向を表明。 

▼２６日，ペトレンコ元議員グループの釈放。 

・政治集会への参加の禁止など，一定の条件付き。 

（同元議員らは昨年９月に逮捕・収監され，本年２月中旬以

降は自宅拘禁されていた。最近発出された米国務省人権報

告書は，同グループを政治囚であると指摘していた。） 

２．外政 

▼１８日，欧州評議会議員会議の春会期。 

・モルドバ公式代表団の他，ボローニン共産党党首及びドド

ン社会党党首が出席。 

▼２０日，ブラギシ駐露大使は信任状を捧呈。 

・プーチン大統領から，友好協力条約に基づいて二国間関

係を進めていく，トランスニストリア問題解決につき引き続き

支援する旨発言。 

▼２２日，バーシュボウＮＡＴＯ事務次長の発言。 

・モルドバ，ウクライナ及びジョージアはロシアの圧力にさら

されておりＮＡＴＯの支援が必要である，本件はＮＡＴＯワ

ルシャワ・サミットでの重要な議題の一つであるとした。 

▼２２～２３日，ドドン社会党党首はロシア政党「公正

ロシア」第８回会合に出席。 

・社会党としてユーラシア経済同盟への参加と連邦制に基

づくトランスニストリア問題の解決を指向する旨発言。 

▼２６～２８日，ﾘﾝｹﾋﾞﾁｭｳｽ･ﾘﾄｱﾆｱ外相の来訪。 

・ティモフティ大統領，フィリプ首相，カンドゥ議会議長，ガル

ブル外相らと会談。「リ」外相より，汚職対策，銀行・司法改革，

メディアの透明性確保の必要性を強調。 

▼２７日，ガルブル副首相兼外相の議会スピーチ。 

・ＥＵ連合協定２０１６年行動計画は７０％が履行済み。 
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・ＥＵ，ルーマニア，ウクライナ，米国及びロシア関係を重視。

日本，中国，ノルウェイとの協力強化を希求。 

３．経済 

▼ＩＭＦミッション来訪の見通し。 

・２１日，フィリプ首相は，遅くとも６月には来訪する旨発言。 

▼Ungheni-Chisinau ガスパイプライン建設の見通し。 

・２１日，政府専門家によれば，同ガスパイプライン（全長１２

０ｋｍ）は２０１８年５月に完成。総費用は８３～１００百万ドル。 

▼２７日，ウクライナ農産品の輸入制限。 

・ウクライナからの肉・乳製品・セメントの輸入に関し割当制

を導入。割当超過分には１０～２０％の関税賦課。ロシアに

よるウクライナ産品禁輸後，対モルドバ輸出が急激に増加し

たとの地元生産者の要請に応えたもの。本年末まで。 

・ウクライナ側は本件をＷＴＯ違反であるとして批判。 

経済協力 

▼英の Good Governance Fund 開始。 

・２０１６～１７年に８プロジェクト（５００万ユーロ）を実施予定。 

▼国際農業開発基金（ＩＦＡＤ）による支援（１９日）。 

・２０１７～２０２０年の地方回復支援プロジェクトの第一弾とし

て２４百万ドルの支援を表明。 

▼ルーマニアによる１．５億ユーロの財政支援。 

・本件支援法案は昨１１月にヨハニス大統領が批准拒否し，

ルーマニア議会の再検討に付されていたが，３月３０日に下

院，４月２５日に上院が採択。大統領は右を公布する必要。 

▼米によるガガウズ保育園支援。（２７日） 

・ガガウズ自治区内の保育園改修のため１２．５万ドル拠出。 

▼世銀による道路近代化計画。（２８日） 

・８０００万ドル。１５年で地方道路３００ｋｍを近代化。 

４．トランスニストリア 

▼１６日，「ロシアとの統合のために」議員会合開催。 

・「ト」の議員６５０名及び元議員１，０００名が創設宣言署名。

「ト」とロシアの統合に係る２００６年「国民」投票結果の実現，

平和維持部隊の維持，ユーラシア経済連合加盟等を目標。 

▼１７日，ルーマニア飛行物体の「ト」侵入。 

・「ト」側は，ルーマニアの飛行物体が安全保障地帯の「ト」

側部分に繰り返し侵入し写真やビデオを撮影したとして批

判，ロシアに対しヘリコプターによる監視の実施を要請。 

・モルドバ側は，ルーマニアは「ト」と事前合意した旨反論。 

▼２１日，シェフチュク「大統領」は，最高会議（議会）

所在地を今後変更しない旨の法改正に署名。 

・同「大統領」は最高会議のベンデルへの移転を希望してい

たが，今次改正により所在地は恒久的にティラスポリに。 

▼ＥＵによる「ト」地域内３学校改修支援。（２５日） 

・１学校当たり１５万ドルを供与。実施団体はＵＮＤＰ。 

▼２７日，最高会議はロシアＰＫＯに係る声明発出。 

・クラスノセルスキー最高会議議長は，ロシアＰＫＯの役割に

ついての否定的発言は虚偽であり事態のエスカレーション

をもたらすとして，右を犯罪化する意向を表明。全議員が支

持し，議会の特別声明を発出。 

▼２９日，「シェ」「大統領」は２０１６年予算に署名。 

・歳入２６億ﾙｰﾌﾞﾙ，歳出３２億ﾙｰﾌﾞﾙ。歳入不足１５．６％。 

５．その他の情勢 

▼モルドバ防衛予算。（２７日，Expert-Grup 報告） 

・２００９年以降大幅に減少し，２０１５年までに対ＧＤＰ比０．

４％以下で中・東欧諸国で最下位となった。 

６．各種統計 

▼米ＮＧＯフリーダムハウスの報告。（１５日報道） 

・２０１５年のモルドバ民主主義指標は前年の４．８６から４．８

９に悪化（最低は７）。汚職指標も５．７５から６．００に悪化。 

▼モルドバの天然ガス輸入量。（１９日） 

・２０１５年は約１０億立米で，対前年比４％減。 

▼ガガウズ自治区及びタラクリアにおける世論調査。

（公共政策研究所，１９日） 

・モルドバの将来の方向性について，ロシアとの統合（３

４％），トランスニストリア及びガガウズの連合国家（３１．９），

独立した統一国家（１８．９），ＥＵとの統合（１．６）。 
・親近感を感じる国はロシア，トルコ，ウクライナ。ルーマニ

アについては２４％が好意的，６３．７％が否定的。ＮＡＴＯ，

米国，ＥＵ，ＯＳＣＥには否定的。 

・６８．４％がユーラシア経済同盟賛成，２．５％がＥＵ賛成。

６９．８％がＥＵ連合協定を破棄すべきとの考え。 

▼米国際共和研究所による世論調査。（２０日） 

・モルドバ政治について，正しくない方向に向かっている（８

３％），変化がない（５０），民主主義の現状に不満（５８）。 

・支持政党は，「我らの党」（２１％），社会党（２０），「尊厳と真

実」・「行動と連帯」（各１２），民主党・共産党（各６）。 

・大統領候補支持率は，ウサティ「我らの党」党首（２０％），ド

ドン社会党党首（１８），ナスタッセ「尊厳と真実」党首（１２），

サンドゥ「行動と連帯」党首（１０），ヴォローニン共産党党首

（６），ルプ民主党党首（５），レアンカ欧州人民党党首（３）。 

・現内閣に強く反対４３％，議会内多数派に強く反対５５％。 

▼モルドバの国内債務。（２０日） 

・２０１６年第１四半期において１０億レイ増加し，計８２億レイ

に。銀行スキャンダル補填のための１３６億レイは含まず。 

▼２月現在の平均給与。（２２日，国家統計局） 

・名目賃金は４，６５０．６レイ（２３７ドル）。対前年同期比９．

７％の伸びだが，実質賃金上昇率は－０．５％。 

▼本年第１四半期の銀行ローンの現状。（２５日） 

・国内１１銀行による新規融資数は１４％減。不良債権は１０．

６％増，総額４２億レイに。 

▼公共政策研究所による警察信頼度調査。（２７日） 

・警察に対する信頼は４２．４％（２０１３年１２月）から３０％

（昨年１１月）に減少。内務省の活動に満足しているのは２

２％のみ。７２％が警察は汚職にまみれていると評価。 

 

（了） 


